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Ⅰ 方針の趣旨

道では、道民サービスの向上や職員の能力を最大限発揮できる環境を実現することを目的として、第３期となる庁内
のデジタル活用の方針である「Smart道庁の推進に向けたデジタル化取組方針」（R4.3）や、そのデジタル技術を活用
できる人材を育成するための「北海道職員のデジタル人材育成に関する計画」（R4.11)を策定し、取組を進めてきたと
ころです。

しかしながら、デジタル社会が進展する一方、少子高齢化の進行など、公務を取り巻く状況が大きく変化しており、今
後、若年労働力の絶対量が不足し、経営資源が大きく制約されること等が想定されます。こうした中で、複雑・多様化す
る行政課題に的確かつ迅速に対応していくには、あらゆる領域で業務の効率化・省力化及びサービスデザイン思考に基
づく行政サービスの質的転換を進めることが急務となっており、その実現のためには職員一人ひとりがデジタル技術の
活用に取り組み、行政運営の質的向上を図ることが不可欠です。

本方針は、職員のデジタル活用能力を育成するとともに新たなデジタル技術の効果的な展開を図り、最適なワークスタ
イルのあり方の実現に向け、これまでの「取組方針」と「人材育成計画」を統合し、これらの施策の方向性を示すものとし
て策定し、道行政のパフォーマンスを向上することで、北海道の持続的な発展を支えていくことを目指します。

Ⅱ 方針の位置付け

本方針は、「行財政運営の基本方針」の「行政運営」及び 「北海道職員人材マネジメントビジョン」の「デジタル人材の育
成」の具体的な取組の方向性を示す方針です。

Ⅲ 取組期間

本方針の取組期間は、令和8年度から令和12年度までの５年間とします。

Ⅳ 推進方法

全庁横断的に取組項目毎に成果指標を設定して進捗を管理します。

もくじに戻る
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Ⅴ 社会情勢と情報化の動向

本方針は、社会情勢と情報化の動向に関して、特に以下の点を念頭に置いて策定します。

１ デジタル技術の進展

○ インターネットサービスの多様化
やクラウドシフトにより、情報基盤
は柔軟かつ拡張性の高い構成が
主流となっています。

○ デジタル技術の進展は加速して
おり、特にAIの飛躍的な技術向
上は業務効率化や働き方改革を
支える重要な存在となっています。

○ 進展し続けるそうした技術の可
能性を引き出すためには、あらゆ
る分野で職員がデジタル技術を
実践的に活用できることが必要
となってきています。

２ ライフスタイルの変化 ３ セキュリティの脅威拡大

○ クラウド化の急速な進展や不安
定な国際情勢、サイバー攻撃のビ
ジネス化等を背景として、近年、
ランサムウェア被害の深刻化やAI
を悪用した標的型攻撃など、サイ
バー攻撃はますます高度化・巧妙
化しています。

○ 行政機関の重要情報を守り、行
政サービスを安定的に提供する
ためには、従来の枠を超えた次世
代のセキュリティ対策が不可欠で
す。

○ 少子高齢化や人口減少、価値観
の多様化を背景に、働き手の確保
が困難となってきています。

○ このような状況の中、テレワーク
やデジタルツールは働き方改革や
業務の効率化を支える仕組みと
して定着しつつあります。

○ デジタル技術の進展はこうした
多様な働き方をさらに後押しして
おり、その活用なくしては社会や
サービスの維持も困難になりつつ
あります。

Ⅵ これまでの取組の課題整理

最適な情報システムの実現

基幹システムの利用者満足度の一層の向上が必要

デジタル人材の育成・活用

職場でのデジタル活用の一層の拡大が必要

これまでの取組では情報システム診断の実施に伴うシステムの構築・改修・運用経費の圧縮、デジタルツール導入に伴
う業務の効率化などで大きな成果がありましたが、一部に目指す姿とのギャップが残る項目もありました。
主な課題は以下のとおりです。

もくじに戻る 次頁「課題の分析」



○ システムの操作性の統一

○ 性能・安定性の向上

○ 陳腐化への対応

社会情勢と課題整理 4

本方針を策定するにあたり、下記のとおり社会情勢等を踏まえた新たな課題や、継続して対応が必要な課題を整理し
ます。

継続して対応が必要な課題社会情勢等を踏まえた新たな課題

○ システム間のデータ連携

○ 各システムの保有データの

最適化

○ 庁内横断的な視点で

一貫性のあるシステム整備

○ 効率的なデータ連携方式の

整備・検討

■ 【課題】基幹システムの利用者満足度一層の向上が必要

Ⅵ これまでの取組と課題整理

○ 様々な主体が連携した

協働の促進

○ 多様な働き方への対応

■ ライフスタイルの変化

職員不足と働き方に対する
多種多様なニーズ

○ 利便性と

セキュリティの両立

■ セキュリティの脅威拡大

サイバー攻撃の

高度化・巧妙化

■ デジタル技術の進展

クラウドサービスの多様化や生成AIなど

デジタル技術の急速な進展

○ 省力化・効率化の推進

○ サービスの向上
○ デジタル人材の育成

○ デジタル人材の活用

デジタル人材の需要拡大デジタル技術の利用範囲の拡大

○ レベル別スキル

セットの整理

○ 階層別マインド

セットの整理

○ 各レベル人材の

役割の明確化
○ 育成（数の増加） ○ 活用（質の向上）

■ 【課題】 職場でのデジタル活用の一層の拡大が必要

○ 内部人材の育成 ○ 外部人材の登用

○ スキル研鑽のための研修機会の確保

○ 能力発揮機会の確保

もくじに戻る
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Ⅶ めざす姿と取組方針

これまでの取組と課題を踏まえ、新たな方針におけるめざす姿と取組方針を次のとおりとします。

◆デジタルで拓く、私たちの力と北海道の未来
職員が能力を最大限に発揮できる環境を整え、業務の省力化・効率化を図るとともに、デジタル人材の育成・活用を加
速させ、行政のデジタル化を推進することで、きめ細やかで質の高い行政サービスを実現します。

めざす姿

取組方針

１ 全体最適な行政のAI-DXの推進 ― 庁内連携とデジタル活用による持続可能な行政運営の実現 ―

・システム診断におけるシステム全体最適の視点を強化し、職員それぞれが主体となって公用スマホやAIなどデジタル

ツールの活用、効率的なデータ連携による利便性の向上を図っていくとともに、道全体で庁内システムの効率的な整

備を進めます。

２ プロジェクト型ワークスタイルの推進 ― 多様な主体が協働する柔軟で創造的な働き方へ ―

・急速に進む人口減少の中でも様々な行政課題の迅速な解決や新たな価値創出を図っていくために、多様な主体がネ

ットワークを通じて協働できるプロジェクト型のワークスタイルを推進します。

３ デジタル人材の育成 ― すべての職員がデジタルを使いこなす力の醸成 ―

・全ての職員がデジタル力（デジタルを活用できる力）を身につけられるよう、「デジタルマインド」や「スキル」、「基本的

なツールのノウハウ」など、デジタル技術の活用に必要な研修機会を確保・提供し、職員の育成を進めます。

４ デジタル人材の活用 ― 専門性を活かし、組織横断で挑むデジタル推進体制 ―

・外部人材の登用等も含めた「人材バンク」を活用し、 「デジタルタスクユニット」としてデジタル人材が組織横断的

に活動できる機会や環境づくりを進めます。

もくじに戻る 次頁「イメージ」
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今後の道の情報化の基本的な方針（デジタルで拓く、私たちの力と北海道の未来）

めざす姿と取組方針

道庁

職員が能力を最大限に発揮できる環境を整え、業務の省力化・効率化を図るとともに、デジタル人材の育成・活用を加
速させ、行政のデジタル化を推進することで、きめ細やかで質の高い行政サービスを実現します。

国、他自治体 等

市町村
各種データを共
有し、協力しなが
ら業務遂行

データ

総合行政プラットフォーム
（多機能型情報システム）

団体

企業
各種データの
活用、連携に
よる相乗効果

AIが資料の
雛形を作成

会議が終わったら
議事録が出来上がり

協働協働

部門横断で
プロジェクト

研修等による
人材育成

庁内の
デジタル人材バンク

デジタル人材

採用等による
人材確保

ＤＸの取組 人材の取組

DX支援

デジタルツール
やデジタル人材
を活用して作業

を効率化

DX支援

AI活用

もくじに戻る



取組事項

システム診断におけるシステム全体最適の視点を強化し、職員それぞれが主体となって公用スマホやAIなどデジタルツールの活用、効率的
なデータ連携による利便性の向上を図っていくとともに、道全体で庁内システムの効率的な整備を進めます。

情報システム相談・情報システム診断・予算一元化

情報システムのライフサイクルにわたり、業務所管課のデジタル化推進を支援をします。
・情報システム最適化：情報システムの要件を明確化。不足要件を明確化し、過剰な要件を削減。標準化や共通化、ガバメントクラウド等の活用検討。
・セキュリティ対策 ：セキュリティポリシーに則り、利便性を維持しながらセキュリティを確保。
・コスト適正化 ：情報システムの調達・運用に係る費用を適正化。

1

【主な取組内容】
○システム診断における全体最適の視点を強化
○システム導入ガイドライン等の整備、活用
・システム導入ガイドラインを整備、活用
・共通仮想基盤の庁内利用ルール及び道庁行政NWの接続基準の整備、活用

【実施体制】
情報政策課：システム診断等の実施、システム相談の実施

全体最適の観点から関係部局等との調整
関係部局（システム所管課）

：システム診断、ガイドラインに沿ったシステム調達

7

Ⅷ-1 全体最適な行政のAI-DXの推進

大規模システムの再構築、利便性向上の支援

庁内全体で利用する基幹系システムについて、操作性の向上や利便性を高めるために更改時期を見据え、抜本的な見直しを進めます。

２

【主な取組内容】
○大規模システムの再構築等
・旧大型汎用機関連プログラム（レガシーシステム）の見直し
・基幹システム（財務会計システム、道税総合情報システム等）の再構築への検討・支援

○利便性向上支援等
・文書管理システム等の利便性向上の検討
・業務専用端末など、二重投資の解消に向けた検討

○新世代の通信網への対応
・新世代の衛星通信環境への対応
・マイクロ無線系のあり方の検討
・電話交換設備の更改

【実施体制】
情報政策課：各種非効率解消に向けた全体調整

業務フロー等検討支援
新世代の通信網への対応に関する各種検討

関係部局（システム所管課）
：業務フローの見直し、調達作業

もくじに戻る 次頁



取組事項

システム診断におけるシステム全体最適の視点を強化し、職員それぞれが主体となって公用スマホやAIなどデジタルツールの活用、効率的
なデータ連携による利便性の向上を図っていくとともに、道全体で庁内システムの効率的な整備を進めます。

8

Ⅷ-1 全体最適な行政のAI-DXの推進

スマートワークへの変革

これまで、様々なデジタルツールを導入してきました。デジタル技術が急速に進展する中、業務の効率化・省力化が見込める技術の導入を検討・推進するとともに、当
該ツールを用いた業務改善を推進し、働き方を見直すスマートワークへの変革を目指し、行政サービスの向上に寄与します。

3

【主な取組内容】
○ デジタルツールを活用したBPRの実施

・RPAや汎用台帳のアプリ等のツールの整備、環境提供
・デジタルツールを活用したBPRの実施

○ AI技術等の積極的な活用と技術の進展を見据えた、積極的な新ツールの導入検討
・生成AI等を積極活用した業務効率化の推進
・RAG（検索拡張生成）等による全庁的なナレッジ活用と業務効率化推進
・ AIを活用した新ツールの導入可能性の検討

○ 行政手続のオンライン化の取組の推進
・オンライン化の推進に向けた電子申請システム、電子調達システム等の見直しの検討
・オンライン化不適合業務の調査、対応検討

○ データ連携の検討
・データ連携方式、対象データの検討 等

【実施体制】
情報政策課：デジタルツール、RAG環境の提供

生成AI等の新ツールの調査・研究
全庁的なデータ連携方針策定
電子申請システム等の要件整理

行政マネジメント推進課：BPR対象業務選定・業務分析
関係部局(業務所管課）

：デジタルツール等の利用によるBPRの実施
オンライン化の推進

オープンデータの推進

道が保有するデータについて、機械判読性の高いファイル形式（ＣＳＶ等）での公開により道民や民間企業等のデータ利活用を促進するなど、オープンデータの取組を
推進します。

４

【主な取組内容】
○庁内保有データの棚卸し調査
○機械判読性の高いファイル形式でのデータ公開の推進
○データの利活用事例の積極的な情報提供

【実施体制】
ＤＸ推進課：オープンデータ利用規約、ガイドラインの作成
関係部局（データ所管課）

：オープンデータの公開（ガイドライン遵守）

次頁「KPI」もくじに戻る



取組事項 9

Ⅷ-1 全体最適な行政のAI-DXの推進

[全体最適な行政のAI-DXの推進]に関する成果指標（KPI）

情報システム相談・情報システム診断・予算一元化
■「システム調達ガイドライン」を遵守した調達の割合：R12 １００％
（システム診断を受診した所属が「システム調達ガイドライン」を活用した割合）

■道庁システム全体の利用者満足度：R12 ８4％以上

大規模システムの再構築、利便性向上の支援
■レガシーシステム（COBOLプログラム）の見直し件数 ： R12までに１１システム
■庁内全体で利用する基幹系システムの利用者満足度 ： R12 ８4％以上

スマートワークへの変革
■生成AIの利用で業務の効率化を実感している職員の割合： R12 ８4％以上
■行政手続きのオンライン化率：R12 １００％

オープンデータの推進
■北海道オープンデータポータルサイト掲載データの機械判読が可能な割合：R12 ２０％以上

もくじに戻る



取組事項

急速に進む人口減少の中でも様々な行政課題の迅速な解決や新たな価値創出を図っていくために、多様な主体がネットワークを通じて協
働できるプロジェクト型のワークスタイルを推進します。

多様な主体が協働できるプロジェクト型の作業環境の検討

業務で利用する様々なサービスを連携し、職員の利便性を高めるとともに、庁内にとどまらず、市町村や民間企業など多様な主体と協働できるプロジェクト型の業務
環境を検討します。

1

【主な取組内容】
○プロジェクト型業務環境「総合行政プラットフォーム（多機能型情報システム）」の検討
・メール、チャット、グループウェア、共有ドライブ、イントラサーバ、オフィスソフト、
全文検索エンジン、生成AIなど情報共有・オフィス業務の仕組みの見直し

・機密性分類、アカウント管理、機能の活用方法・棲み分け、標準文書フォーマットなど
運用ルールの検討

・テレビ会議システムとWeb会議システムのあり方の検討

【実施体制】
情報政策課：必要な要件、ソリューションの検討、整備
行政マネジメント推進課：

必要に応じた運用ルールの見直し
全所属 ：運用ルールの遵守

10

Ⅷ-2 プロジェクト型ワークスタイルの推進

多様で柔軟な働き方の推進と機動力の向上

モバイルPCと公用スマートフォンのフル活用により地域や民間企業等との連携が一層図られるよう職員の機動力を向上させるとともに職員個々のワークライフバラ
ンスの実現を図ります。

２

【主な取組内容】
○ 多様で柔軟な働き方の推進
・ テレワークの推進

○ 公用スマートフォンの利用範囲拡大
・ ニーズに応じたアプリの導入拡大（Doアプリストア）
・ 多くの職員に配備している特性を利用した活用方法の検討（認証、内線電話、緊急連絡など）
・ システム導入時の端末としての活用検討（モバイルデフォルト）
・ 更なる将来に向けたあり方の検討
・ 通信手段のあり方の検討（内線電話）

【実施体制】
情報政策課：必要な要件、ソリューションの検討、整備の実施
行政マネジメント推進課：

テレワークの促進
必要に応じた運用ルールの見直し

全所属 ：スマホを活用した業務改善の検討

もくじに戻る 次頁



取組事項 11

急速に進む人口減少の中でも様々な行政課題の迅速な解決や新たな価値創出を図っていくために、多様な主体がネットワークを通じて協
働できるプロジェクト型のワークスタイルを推進します。

Ⅷ-2 プロジェクト型ワークスタイルの推進

安全安心に利用できるセキュリティ対策

プロジェクト型ワークスタイルを実現するためには、より強固なセキュリティ対策が必要です。高度化するサイバー攻撃の脅威から行政の情報資産を確実に保護する
ため、より強靭なセキュリティモデルへの更新を検討します。

３

【主な取組内容】
○ β´モデル環境の更新
・セキュリティを確保しながら、
現在のセキュリティモデル（β´モデル環境）の確実な更新を進める。

・2030年度をめどにゼロトラストモデルの実現を進める国の動向を注視し、
国や市町村と連携してより合理的なセキュリティのあり方を検討する

○ 人的セキュリティ対策の強化
・セキュリティ研修の強化実施
・セキュリティ対策訓練の実施
・セキュリティ監査の実施

【実施体制】
情報政策課：必要な要件、ソリューションの検討、整備

セキュリティインシデント低減への施策実施
セキュリティ対策訓練、監査の実施

全所属 ：各種ルールの遵守、
所属職員によるセキュリティインシデント低減
セキュリティ対策訓練、監査の実施

次頁「KPI」もくじに戻る



取組事項 12

Ⅷ-2 プロジェクト型ワークスタイルの推進

[プロジェクト型ワークスタイルの推進]に関する成果指標（KPI）

多様な主体が協働できるプロジェクト型の作業環境の検討
■「総合行政プラットフォーム（多機能型情報システム）」が利用可能な

道庁行政情報ネットワーク上の端末（１パソ）の割合：R1２ 100%
■「総合行政プラットフォーム（多機能型情報システム）」に保存された

推奨ファイル形式の割合：R1２ 100%

多様で柔軟な働き方の実現と機動力の向上
■場所にとらわれない働き方の実践率 ：R12 ８4％以上
■公用スマートフォンの利用者満足度 ：R12 ８4％以上

安全安心に利用できるセキュリティ対策
■情報漏洩や業務停止につながる重大なサイバー攻撃による被害件数 ：R12 0件
■ヒューマンエラーによる機密情報や大規模個人情報の漏えい事故件数：R12 0件

もくじに戻る



取組事項

全ての職員がデジタル力を身につけられるよう、「デジタルマインド」や「スキル」、「基本的なツールのノウハウ」など、デジタル技術の活用に
必要な研修機会を確保・提供し、職員の育成を進めます。

デジタルマインドの向上

各デジタルレベルに応じたマインドやスキルを見直すとともに、研修機会の充実や各所属の取組の活性化に資する取組を推進します。

１

【主な取組内容】
○各レベルをターゲットとした取組

・レベル別スキルセットの整理
・レベル別研修の実施
・資格取得支援
・職員研修の実施（能力開発研修等）

○各研修素材等の充実
・デジタルツールの体験型ワークショップ
・オンデマンド教材の提供

○各所属の取組の活性化を図る仕掛けづくり＜再掲＞
・各所属のデジタル活用事例の庁内共有

13

Ⅷ-3 デジタル人材の育成

デジタルスキルの向上

デジタル活用において各職位で有すべきマインドを整理し、それぞれの職員が果たすべき役割を明確化するとともに、職員のインセンティブを検討するほか各所属の
取組の活性化に資する取組を推進します。

２

【主な取組内容】
〇職員のデジタル活用を推進するインセンティブ

・デジタル人材の認定制度の検討
・人事評価への反映（職務に役立つ資格の取得に取り組み、職務上能力を発揮した場合など）

○ 各所属の取組の活性化を図る仕掛けづくり
・デジタル技術を活用した各所属の優良事例の庁内共有

○各階層をターゲットとした取組
・階層別マインドセットの整理
・管理職員層もターゲットとした階層別研修

【実施体制】
情報政策課：各種研修の実施、提供
人事課 ：職員研修の実施、人事評価等の推進
行政マネジメント推進課：施策実施に向けた協働の検討
全所属 ：所属職員の研修受講やスキルアップを後押し
全職員 ：研修受講、スキルアップ

【実施体制】
情報政策課：各種研修の実施、提供及び各施策の推進
人事課 ：職員研修の実施、人事評価等の推進
行政マネジメント推進課：施策実施に向けた協働の検討
全所属 ：所属職員の研修受講やスキルアップの後押し
全職員 ：研修受講、スキルアップ

もくじに戻る 次頁「デジタル人材レベル」



求められる人材像 必要なスキル

LEVEL4
デジタル部門にあって、高度な専門知識を有し、全庁的な情報化の方針や戦略を

構想できる人材

テクニカルスキル
（業務やプロジェクトに応じた高度分野専門スキ
ル）

LEVEL3
デジタル部門にあって、リーダーとして、個別の情報化プロジェクトを推進できる

人材
ソフトスキル
（デザイン思考、問題解決、
DX企画、
リーダーシップなど）

テクニカルスキル
（AI活用、データ利活用、
IoT活用など)

求められる人材像 必要なマインド

LEVEL2

デジタル部門や各部局にあって、IT事業者
や情報政策課との調整ができ、施策の企画
立案や、庁内の幅広な部署へ展開を図るこ
との出来る人材

・事業者や情報政策課との協働体制等
に基づき、ツールやシステムの構築を志
向
・主体的な変革の推進

ソフトスキル
（業務分析・改善など）

テクニカルスキル
（AI利用、デジタル技術
(RPA・kintoneなど)
基礎知識・スキルなど）

LEVEL1

各所属にあって、デジタル技術に関する動
向等を把握し、所属におけるデジタル技術
活用の検討や、業務改善に向けた職員の牽
引ができる人材

・現状での課題把握や、改善に向けた方
策等を志向
・デジタル活用、導入への積極的な姿勢
（例：デジタル施策（セミナー、実証事業
等）への積極的な参加・協力）

情報リテラシー
（SNS利用、データ利活用など）
ソフトスキル
（コミュニケーション など）

LEVEL0
(全職員)

全ての職員は、情報リテラシーを有し、基
本的なツールを積極的に活用できる

・デジタルを活用した業務改善やDXの
必要性を理解
・従前の方法にとらわれず、新たなこと
にチャレンジ

情報リテラシー
(DX基礎知識、セキュリティ基礎
基本的ツール基礎知識、データ利活用基礎 など)

14取組事項

デジタル人材レベル（スキルセット、マインドセット）

Ⅷ-3 デジタル人材の育成

次頁「職位マインド」もくじに戻る

レベル1研修(推進ﾘｰﾀﾞｰ研修)

レベル2研修(BPR研修)

各種資格の取得

各種資格の取得



職層 持つべきマインド （参考）職員研修として考えられるもの

管理職員
部下の主体的な改善を後押ししながら、全体最適の視点で判断する姿勢

（変革を先導）

部門横断プロジェクト参画
・メンタリング研修
・DX推進実践研修

・階層別(職場)研修

一般職員
小さな改善からデジタルの力を実感し、次の工夫へつなげる姿勢

（変革の実践）

・業務改善ワークショップ
・ケーススタディ研修
・プロジェクトリーダー経験・初級研修
（RPA基礎、AI-OCRの使い方）

・OJT
・eラーニング受講
・階層別(職場)研修

15取組事項

職位マインド、デジタル推進リーダーについて

Ⅷ-3 デジタル人材の育成

もくじに戻る

職層 求められる人物像 必要なマインド（役割） 必要なスキル 育成に必要な取組

デジタル推進
リーダー

各所属にあって、デジタル技術に関す
る動向等を把握し、所属におけるデジタ
ル技術活用の検討や、業務改善に向けた
職員の牽引することに意欲のある人材

・現状での課題把握や、改善に向
けた方策等を志向

・デジタル活用・導入に向け、所属
職員を牽引していく積極的な姿
勢

○LEVEL1相当
（※リーダー選定後、速やかに）

○ デジタルツール学習
・kintone
・RPA
・Excel活用事例
・コミュニケーションツール
など



取組事項

外部人材の登用等も含めた「人材バンク」を活用し、 「デジタルタスクユニット」としてデジタル人材が組織横断的に活動できる機会や環境づ
くりを進めます。

16

Ⅷ-4 デジタル人材の活用

内部人材の活用

「デジタル推進リーダー」や「レベル２以上人材」などをはじめとする、内部のデジタル人材が活躍ができる環境づくりを推進します。

１

【主な取組内容】
○内部人材を活用した体制の構築、役割の明確化

・デジタルタスクユニットによるデジタルを活用した課題解決の促進
・業務改善に関する庁内公募の実施

○内部人材の可視化
・デジタル人材の認定制度
・デジタル人材バンクによる職員のデジタルスキルの可視化
・階層別マインドセットの整理
・レベル別スキルセットの整理

○ 各所属の取組の活性化を図る仕掛けづくり＜再掲＞
・各所属のデジタル活用事例の庁内共有

【実施体制】
情報政策課：デジタルタスクユニットのマネジメント

人材バンクの運営、管理
各施策の推進

行政マネジメント推進課：施策実施に向けた協働の検討
人 事 課：人事施策の推進
デジタル人材（各所属）：各施策の推進協力

【主な取組内容】
○専門人材等の積極的な採用

・任期付職員や、委託契約等による外部人材の確保
・デジタル人材の確保に向けた施策の検討

○人材バンクの活用
・専門人材を活用した庁内・市町村支援の実施
・必要に応じた民間企業や市町村との人事交流

外部人材の活用

外部人材の登用等も含めデジタル人材を確保するとともに、デジタル人材が活躍できる環境づくりを推進します。

２

【実施体制】
情報政策課：関係課との協働による施策の検討等
人 事 課：多様な人材の確保に向けた検討
地域政策課：専門人材を活用した市町村のDX推進の取組へ

の支援の検討

もくじに戻る 次頁「人材の活用」



デジタル人材の活動イメージ

レベル１人材
（所属×∞）

デジタル人材の役割

Ⅷ-4 デジタル人材の活用

取組事項

デジタル人材（主に内部人材）の役割等

17

部署A

業務担当者

レベル１人材（推進リーダー経験者含む）

レベル２以上人材

デジタル推進リーダー
（所属×１）

所属長

マネジメント

氏名・所属・職名

人材レベル

デジタル人材バンク

①資格
（受講済研修 or 取得済

資格）
②利用可能ツール
（デジタルツールほか）

③デジタルタスクユニット
への参画履歴

業務担当者

デジタル推進リーダー

①相談 ②対応
レベル１人材

②‘助言

レベル2以上人材

所属内
【通
常
時
】

生成AI

デジタル
ツール

マクロ

ツール活用
人材

【デジタルタスクユニット要員時】
・業務課題の解決支援
（ツールの活用による課題改善への助言など）

・情報政策課やIT事業者との調整・連携
（仕様調整、推進リーダーとの協働など）

【通常時】
・部署横断的に相談対応、支援。
（ツールの知識共有、個別の操作支援など）

・デジタル推進リーダーの側面支援
（推進リーダーとの協働による課題解決など）

レベル２以上人材

【通常時】
・デジタル関連事案への対応
（Office操作、PCトラブル対応など）

・デジタル施策への参加・協力
（セミナー、実証事業など）

業
務
改
善
検
討
な
ど

【デ
ジ
タ
ル
タ
ス
ク
ユ
ニ
ッ
ト
時
】

デジタルタスクユニット参画

・PC操作方法等のアドバイス
・情報政策課やヘルプデスクへの繋ぎ
・解決法策の深掘り、他方策の検討等
・デジタル施策への協力、参加 など

デジタル推進リーダー

部署横断

もくじに戻る 次頁「KPI」



[デジタル人材の育成]に関する成果指標（KPI）

デジタルマインドの向上
■デジタル活用が必要と考える職員の割合：R12 100%

デジタルスキルの向上
■デジタル人材の認定数（R１２年度末）：Lv.1：２，４００人以上、Lv.２：375人以上

※現在の職員数（約1５,000人）から換算。
・レベル1人材をインフルエンサー（初期採用者）とし、全体の16.0％を絶対数として設置。
・レベル2人材をイノベーター(革新者）とし、全体の2.5％を絶対数として設置。

取組事項 18

Ⅷ-4 デジタル人材の育成・活用

[デジタル人材の活用]に関する成果指標（KPI）

内部人材の活用
■デジタルタスクユニットによる課題対応件数：R12 ２０件以上

外部人材の活用
■外部人材等の活用件数：２００件/年以上

もくじに戻る



取組
方針

取組事項 R8 R9 R10 R11 R12

全
体
最
適
な
行
政
の
D
X
の
推
進

情報システム相談・情報シス
テム診断・予算一元化

システム診断等

システム導入ガイド
ライン等

診断実施

19

実施状況見直し、
次年度方針検討

Ⅷ-5 ロードマップ

取組事項

もくじに戻る 次頁

振り返り
次期取組の検討

振り返り
次期取組の検討

診断実施 診断実施 診断実施 診断実施

実施状況見直し、
次年度方針検討

実施状況見直し、
次年度方針検討

実施状況見直し、
次年度方針検討

試行運用

利活用状況確認
随時更新

運用 運用 運用 運用

利活用状況確認
随時更新

利活用状況確認
随時更新

利活用状況確認
随時更新



取組
方針

取組事項 R8 R9 R10 R11 R12

全
体
最
適
な
行
政
の
D
X
の
推
進

大規模システムの再構築、
利便性向上の支援

大規模システム再
構築支援

財務システム

レガシーシステム

道税システム

利便性向上支
援

文書管理シス
テム

業務専用端末
などの二重投
資の解消検討

新世代の
通信網への対応

新世代の衛星通
信環境への対応

マイクロ無線系の
あり方の検討

電話交換設備
の更改

次期システムの設計等

運用

20

Ⅷ-5 ロードマップ

取組事項

もくじに戻る 次頁

構築

次期契約の
方向性検討

対象業務、
実現方式検討

調査、状況整理

業務ごとに随時移行

現行契約

現行契約

現行契約 稼働状況を見ながら安定性・利便性向上のための検討

業務ごとに随時移行

現行契約延長

（システム更新を行う場合）

現状分析等
情報収集

開発
（R13上期 試験、R13下期～運用）

構築 運用

譲渡、廃止の処理
管理替の手続き

設計

地域別構築
現状分析等
方向性策定

方針の決定庁内外との
協議・結論

現状分析等
方向性素案策定

方向性案策定 地域防災計画の修正

運用、 構築範囲（出先機関）の検討

実施設計基本設計



取組
方針

取組事項 R8 R9 R10 R11 R12

全
体
最
適
な
行
政
の
D
X
の
推
進

スマートワークへの変革

デジタルツール
を活用した
BPRの実施

行政手続の
オンライン化

データ連携

オープンデータの推進

データ公開の推進

データの利活用事
例の情報提供
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Ⅷ-5 ロードマップ

取組事項

次頁もくじに戻る

BPRの実施
運用・保守

BPRの実施

BPRの実施

BPRの実施

BPRの実施

データ公開

庁内データの棚卸し、
方針見直し

データ公開 データ公開 データ公開 データ公開

庁内データの棚卸し、
方針見直し

庁内データの棚卸し、
方針見直し

庁内データの棚卸し、
方針見直し

情報提供

状況整理、
方針見直し

情報提供 情報提供 情報提供 情報提供

状況整理、
方針見直し

状況整理、
方針見直し

状況整理、
方針見直し

運用・保守

運用・保守

運用・保守

技術調査、
方針等の検討

対象データ検討

補助金業務への対応

研修資料
の作成 研修

現況調査・推進方針
の見直し

現況調査・推進方針
の見直し

現況調査・推進方針
の見直し

現況調査・推進方針
の見直し

構築

（導入の場合）

運用実証実験

研修 研修 研修

導入判定
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取組
方針

取組事項 R8 R9 R10 R11 R12

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
型
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
の
推
進

多様な主体が協働できるプロジェ
クト型の作業環境の検討

多様で柔軟な働き方の推進と機
動力の向上

安全安心に利用できるセキュリ
ティ対策

運用構築

運用構築

Ⅷ-5 ロードマップ

取組事項

次頁もくじに戻る

人的セキュリティ対策（セキュリティ研修、セキュリティ監査）の随時実施

運用構築

運用状況を踏まえた作業環境の検証

運用状況を踏まえた作業環境の検証

運用状況を踏まえた作業環境の検証
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Ⅷ-5 ロードマップ

取組事項

次頁もくじに戻る

取組
方針

取組事項 R8 R9 R10 R11 R12

デ
ジ
タ
ル
人
材

デジタル人材
の育成

デジタル
マインドの

向上

○職員へのインセンティブ

○各所属の取組活性化への仕掛け
づくり

○各階層をターゲットとした取組

デジタル
スキルの
向上

○研修素材等の充実

○各レベルをターゲットとした取組

デジタル人材
の活用

内部人材の
活用

○内部人材を活用した体制の構築
（役割の明確化）

○人材バンクの整備、活用

外部人材の
活用

○専門人材の積極的な採用

○人材バンクの整備、活用

人材バッジなどインセンティブ施策の実施

階層別研修等の実施（デジタル活用のマインド育成を階層別研修で実施、職場での理解浸透を拡大）

各種デジタルツールや多機能型情報
システムに対応した研修素材の充実

各種デジタルツール、多機能型情報システム等研修の実施・拡大

人材バンクの全庁共有（試行・運用）

任期付職員や委託契約等による外部人材の確保

市町村のDX推進の取組への支援の検討

様々な周知チャネルを活用した
取組事例の全庁共有化 など AIや多機能型情報システムによる高度な情報共有の展開など

多機能型情報システムへの対応、
先駆者的職員の育成等

デジタルタスクユニット（全庁展開）

人材バンクを活用した取組事例等の拡大

デジタル推進リーダー等の
多機能型情報システムへの対応

デジタルタスクユニット（試行・運用）

人材バンクの全庁共有（本格運用）
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取組
方針

取組事項 R8 R9 R10 R11 R12

全
体 全体総括

KPI達成状況や技術動向に基づき、毎年度状況を整理し、適宜見直しを実施

取組
結果

Ⅷ-5 ロードマップ

取組事項

もくじに戻る

振り返り
次期方針の検討

進捗確認

実施状況確認

進捗確認 進捗確認 進捗確認 進捗確認

実施状況確認 実施状況確認 実施状況確認


